
平成２９年度障がい児等療育相談支援事業（松阪多気圏域）仕様書 

１ 事業の目的 

  地域で暮らす障がい児（者）又は発達の気になる児童等並びに家族等（以下、「障がい

児等」という）の相談支援を行うことにより、障がい児等の地域生活を支援するととも

に、地域支援ネットワークを整備して地域資源の改善・開発等に向けた取組を行い、地

域での療育機能の充実を図る。 

 

２ 委託業務 

  圏域単位で相談支援施設を開設して相談支援員を配置し、以下の業務を行う。 

（１）相談支援施設開設日 

圏域（注１） 開設日 開設時間 

松阪多気圏域 

原則、土曜日・日曜

日・祝日・年末年始の

休日を除いた期間。 

原則として 

8：30～17：00 

（注１）上記圏域はみえ障がい者共生社会づくりプランに基づく障害保健福祉圏域を示す。 

 

（２）業務の内容 

  実施機関は、地域の実情に応じて、以下に定める事業を実施する。なおⅠの事業は全

ての実施機関が行うことを原則とする。 

 Ⅰ必須事業 

  ①療育相談 

訪問、外来、電話、インターネット等の情報通信機器を用いて、障がい児等に対

して各種の相談を行う。 

  ②療育指導 

障がい児等に対し、家庭等訪問及び外来による療育指導を行う。 

  ③障害福祉サービス等の利用に関する助言 

    障がい児等の自立と社会参加の促進につながる地域内の障害福祉サービス事業所

等の社会資源活用について、障害児等に対し、助言を行う。 

  ④教育機関等との連携による支援ネットワークの構築 

    地域における教育機関、母子保健関係機関、療育関係機関、医療機関等と連携し

て支援ネットワークを作ることにより、地域の障がい児等が抱いているニーズを把

握し、地域生活の支援及びライフステージに応じたとぎれない支援を行う。 

    さらに、県や市・町・圏域で実施する協議会及びその専門部会（プロジェクト）、

運営会議、連携会議等第４期障害福祉計画に掲げられた地域課題の改善に向けて積

極的な働きかけを行う。 

 Ⅱ機能強化事業 

  ①専門職員による療育指導 



    専門的な療育が必要な障がい児等を対象に、相談支援員以外の専門職員（心理判

定員、保育士等）を配置して、専門的な療育指導等を行う。 

  ②研修会の開催 

    地域のニーズに合った課題を学ぶための研修を行う。 

  ③専門集団療育 

    専門的な療育が必要な障がい児等を対象に、小グループを形成し、相談支援員以

外の専門職員を配置して専門的な療育指導・生活訓練等を行う。 

④その他機能強化事業 

 

３ 委託期間  平成２９年５月１日から平成３０年３月３１日まで。 

 

４ 業務の明細 

（１）計画 

    実施計画書（様式第１号）を委託契約締結後１５日以内に提出する。 

 

（２）実施方法 

    三重県障がい者相談支援体制強化事業実施要綱（以下「事業実施要綱」という。）、

三重県障がい児等療育相談支援事業実施要綱に基づき、次の点に留意して実施する。 

  ・ 業務の実施にあたっては、事業実施要綱第５条に規定する相談支援員を１名以上

常勤専従で配置すること。なお、活動内容により相談開設場所を不在とする場合は、

相談支援員をサポートする職員を配置するなど支障がないようにすること。相談支

援員に係る有資格者の確保が難しい場合は、個別で判断する。 

  ・ 相談支援員は、原則として国、都道府県等が実施する相談支援従事者研修又はこ

れと同程度の研修を修了しているか、委託期間中において受講予定であること。 

  ・ 相談支援員は、各種研修会への参加や他の相談支援員、他の職種との交流等あら

ゆる機会をとらえ、相談支援技術の向上を図るため自己研鑽に努めること。 

  ・ 専門職員による療育指導、専門集団療育を実施する場合は、専門職員を別途配置

すること。 

 

（３）相談支援記録票 

    相談支援に関わる次の関係資料を作成し、5年間適切に保管する。 

  ①相談支援員勤務表 

    月及び週毎の相談支援員勤務表（任意様式）を作成し、相談依頼者に対して、相

談支援員の勤務日について、情報提供できるようにすること。 

  ②勤務日誌 

    勤務した日について日誌を作成し、勤務内容（実績）を明らかにしておかなけれ

ばならない。 

  ③支援台帳 

    支援内容等について、個人毎に支援台帳を作成し整理しておかなければならない。 



 

（４）実績報告 

       実績報告書（様式第２号）を提出する。 

 

５ 委託費 

  ２（２）ⅠとⅡは、経費を区分し相互に流用できないものとする。 

  Ⅱは、下記の対象経費について、提供資料の見積額から実績に応じて委託費を支払う

ものとする。 

業 務 対 象 経 費 

① 専門職員によ
る療育指導 

専門職員（心理判定員、保育士）の雇用にかかる経費（賃金、報
償費） 

② 研修会の開催 研修会開催にかかる経費（講師謝金、講師旅費、会場使用料等） 

③ 専門集団療育 専門職員の雇用にかかる経費（賃金、報償費）及び会場使用料等 

④ その他 実情に応じた独自の機能強化事業にかかる経費 

６ 特記事項 

（１） 受託者は、業務の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以

下暴力団等という。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

① 断固として不当介入を拒否すること。 

② 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

③ 委託者に報告すること。 

④ 業務の履行において、暴力団等による不当介入を受けたことにより工程、納期等に

遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、委託者と協議を行うこと。 

（２）受託者が（１）の②又は③の義務を怠ったときは、三重県の締結する物件関係契約

からの暴力団等排除要綱第７条の規定により三重県物件関係落札資格停止要綱に基

づく落札資格停止等の措置を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第１号） 

平成２９年度三重県障がい者相談支援体制強化事業（障がい児等 

療育相談支援事業）実施計画書 

 

第    号 

平成２９年５月  日 

 

 三重県知事 あて 

（受託者） 

住 所 

名 称 

氏 名              ㊞ 

 

 

 平成２９年度に係る三重県障がい者相談支援体制強化事業（障がい児等療育

相談支援事業）の実施計画書を提出します。 

 

実施期間：平成２９年５月１日から平成３０年３月３１日まで 

 

１ 相談支援員の配置 

 相談支援員 

氏  名 年齢 経験年数 資  格 
勤務形態 

※原則常勤専従 

     

 研修 

相談支援従事者研修 
の受講の有無 有 ・ 無 

今年度受講予定研修 
 

 

２ 相談支援員の不在時の対応 

 

サポート職員の配置（不在、休暇時の代替等あれば） 

氏   名 
経験 
年数 

資  格 
勤務形態 

（いずれかに○） 

兼務する他の職種（例 Ａ市

障害者相談支援事業・相談支援員） 

   
・常勤/非常勤 

・専従/兼務 
 



３ 見込み登録者数                        （人） 

 身 体 知 的 精 神 その他 計 

学齢前      

学齢～18歳未満      

18歳以上      

計      

 

４ 必須事業の内容 

（１）相談支援等 

活動内容 実  施  方  法 

対象児・家族の把

握 

 

対象児・家族への 

相談支援及び療育

指導（状況把握・

助言指導等） 

 

障がい福祉サービ 

ス等の利用調整等 

 

その他 

 

 

 

（２）地域における支援ネットワークの構築 

活動内容 実施期間 実 施 方 法 

地域で実施する協議

会 

 

 

ケース検討会議 

 

教育機関 

 

療育機関 

 

 ※各地域の関係者とともに、年４回以上、第４回障害福

祉計画に掲げられた児童期における地域課題に対する

進捗状況を確認し、対応について協議すること。 



母子保健関係機関 

 

医療機関 

 

障がい福祉サービス

提供事業者 

 

その他 

 

 

（３）地域資源の改善・開発に向けた取組 

 

 

 

 

５ 機能強化事業の内容 

（１）専門職員による療育指導 

活 動 内 容 職 種 実 施 方 法 

 

 
  

 

（２）研修（開催予定） 

内 容 講 師 

 

 
 

 

（３）専門集団療育 

活 動 内 容 職 種 実 施 方 法 

 

 
  

 

（４）その他機能強化事業 

活 動 内 容 実 施 方 法 

 

 
 



（様式第２号） 

平成２９年度三重県障がい者相談支援体制強化事業（障がい児等 

療育相談支援事業）実績報告書 

 

第    号 

平成３０年３月３１日 

  

 三重県知事 あて 

（受託者） 

住 所 

名 称 

氏 名              ㊞ 

 

 

 平成２９年度に係る三重県障がい者相談支援体制強化事業（障がい児等療育 

相談支援事業）が終了したので、関係書類を添えて報告します。 

 

実施期間：平成２９年５月１日から平成３０年３月３１日まで 

 

１ 相談支援施設の開設状況 

開設日数                               （日） 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

-            

 

２ 相談支援員の勤務状況 

 相談支援員 

氏  名 年齢 経験年数 勤務形態 資  格 

     

勤務日数                               （日） 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

-            

今年度受講研修 

 

 



３ 相談支援員の不在時の対応 

 

サポート職員の配置（不在、休暇時の代替等あれば） 

氏   名 
経験 
年数 

資  格 
勤務形態 

（いずれかに○） 

兼務する他の職種（例 Ａ市

障害者相談支援事業・相談支援員） 

   
・常勤/非常勤 

・専従/兼務 
 

勤務延べ日数                             （日） 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

-            

 

４ 登録児（者）の状況 

①  身 体                            （人） 

 
５月１日 
現在登録者数 

（Ａ） 

 
新規登録者数 

（Ｂ） 

 
登録抹消者数 

（Ｃ） 

３月３１日 
現在登録者数 
(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) 

学齢前     

学齢～18歳未満     

18歳以上     

計     

②  知 的                            （人） 

 
５月１日 
現在登録者数 

（Ａ） 

 
新規登録者数 

（Ｂ） 

 
登録抹消者数 

（Ｃ） 

３月３１日 
現在登録者数 
(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) 

学齢前     

学齢～18歳未満     

18歳以上     

計     

 

 

 

 

 

 



③  精 神                            （人） 

 
５月１日 
現在登録者数 

（Ａ） 

 
新規登録者数 

（Ｂ） 

 
登録抹消者数 

（Ｃ） 

３月３１日 
現在登録者数 
(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) 

学齢前     

学齢～18歳未満     

18歳以上     

計     

④  その他                            （人） 

 
５月１日 
現在登録者数 

（Ａ） 

 
新規登録者数 

（Ｂ） 

 
登録抹消者数 

（Ｃ） 

３月３１日 
現在登録者数 
(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) 

学齢前     

学齢～18歳未満     

18歳以上     

計     

 

５ 必須事業の内容 

（１）支援計画の作成状況                     （人） 

身 体 知 的 精 神 その他 合 計 

     

 

（２）相談支援の内容 

活動内容 延件数 実人数 備 考 

電 話    

来 所    

訪 問    

ケア会議    

障がい福祉ｻｰﾋﾞｽ等
の助言・利用調整等    

その他※    

計    

 

 



※「その他」の具体的な活動内容 

 

 

（３）関係機関からの相談及び支援 

活 動 内 容 延件数 実人数 備 考 

福祉支援施設（就労系事業所除く）か

らの相談・療育指導等 
   

保育所・幼稚園・学校からの相談・療

育指導等 
   

医療機関からの相談・療育指導等    

企業・事業所（就労系事業所含む）か

らの相談・療育指導等 
   

その他※    

計    

※「その他」の具体的な活動内容 

 

 

（４）地域における支援ネットワークの構築 

活動内容 実施時期 実 施 方 法 

地域で実施する協議

会 

 

ケース検討会議 

 

教育機関 

 

療育機関 

 

母子保健関係機関 

 

医療機関 

 

障がい福祉サービス 

提供事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



その他 

（５）地域資源の改善・開発に向けた取組結果 

 

 

６ 機能強化事業の内容 

（１）専門職員による療育指導 

活 動 内 容 職 種 実 施 方 法 

 

 
  

 

（２）研修（開催実績） 

内 容 講 師 

 

 
 

 

（３）専門集団療育 

活 動 内 容 職 種 実 施 方 法 

 

 
  

 

（４）その他機能強化事業 

活 動 内 容 実 施 方 法 

 

 
 

 

７ 今年度における事業の総括 

 

 


